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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」とい

う。）第３４条第２項及び第４６条第２項の規定に基づき、特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業の運営に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の例による。 

（一般原則） 

第３条 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者（以下「特定教育・保育施設等」

という。）は、良質かつ適切な内容及び水準の特定教育・保育（特別利用保育及び特別

利用教育を含む。次項において同じ。）又は特定地域型保育（特別利用地域型保育及び

特定利用地域型保育を含む。次項において同じ。）の提供を行うことにより、全ての子

どもが健やかに成長するために適切な環境が等しく確保されることを目指すものでなけ

ればならない。 

２ 特定教育・保育施設等は、当該特定教育・保育施設等を利用する小学校就学前子ども

の意思及び人格を尊重して、常に当該小学校就学前子どもの立場に立って特定教育・保

育又は特定地域型保育を提供するように努めなければならない。 

３ 特定教育・保育施設等は、地域及び家庭との結び付きを重視した運営を行い、県、市、

小学校、他の特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行う者、他の児童

福祉施設その他の学校又は保健医療サービス若しくは福祉サービスを提供する者との密

接な連携に努めなければならない。 

４ 特定教育・保育施設等は、当該特定教育・保育施設等を利用する小学校就学前子ども

の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとと

もに、その従業者に対し、研修を実施する等の措置を講ずるよう努めなければならない。 

第２章 特定教育・保育施設の運営に関する基準 

第４条 特定教育・保育施設の利用定員に関する基準については、規則で定める。 
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（内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、

当該提供の開始について利用の申込みを行った支給認定保護者（以下「利用申込者」と

いう。）の同意を得なければならない。 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 特定教育・保育施設は、支給認定保護者から利用の申込みを受けたときは、正当

な理由がなければ、これを拒んではならない。 

（支給認定の申請に係る援助） 

第７条 特定教育・保育施設は、支給認定を受けていない保護者から利用の申込みがあっ

た場合は、当該保護者の意思を踏まえて速やかに支給認定の申請が行われるよう必要な

援助を行わなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定の変更の認定の申請に関し必要な援助を行わなけれ

ばならない。 

（心身の状況等の把握） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供に当たっては、支給認定子どもの

心身の状況、その置かれている環境、他の特定教育・保育施設等の利用状況等の把握に

努めなければならない。 

（小学校等との連携） 

第９条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供の終了に際しては、支給認定子ど

もについて、小学校における教育又は他の特定教育・保育施設等において継続的に提供

される教育・保育との円滑な接続に資するよう、支給認定子どもに係る情報の提供その

他小学校、特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業を行う者その他の機関

との密接な連携に努めなければならない。 

（特定教育・保育の提供の記録） 

第１０条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育を提供した際は、提供日、内容その他

必要な事項を記録しなければならない。 

（特定教育・保育の取扱方針） 

第１１条 特定教育・保育施設は、関係法令等に基づき、小学校就学前子どもの心身の状

況等に応じて、特定教育・保育の提供を適切に行わなければならない。 

（特定教育・保育に関する評価等） 

第１２条 特定教育・保育施設は、自らその提供する特定教育・保育の質の評価を行い、

常にその改善を図らなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、定期的に当該特定教育・保育施設を利用する支給認定保護者

その他の特定教育・保育施設の関係者（当該特定教育・保育施設の職員を除く。）によ

る評価又は外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその改善を図る

よう努めなければならない。 
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（相談及び援助） 

第１３条 特定教育・保育施設は、常に支給認定子どもの心身の状況、その置かれている

環境等の的確な把握に努め、支給認定子ども又はその保護者に対し、その相談に適切に

応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなければならない。 

（緊急時等の対応） 

第１４条 特定教育・保育施設の職員は、現に特定教育・保育の提供を行っているときに

支給認定子どもに体調の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに当該支給認定

子どもの保護者又は医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。 

（勤務体制の確保等） 

第１５条 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対し、適切な特定教育・保育を提供

することができるよう、職員の勤務の体制等を定めておかなければならない。 

（利用定員の遵守） 

第１６条 特定教育・保育施設は、利用定員（法第２７条第１項の確認において定めるも

のに限る。）を超えて特定教育・保育の提供を行ってはならない。ただし、年度中にお

ける特定教育・保育に対する需要の増大への対応、法第３４条第５項に規定する便宜の

提供への対応、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２４条第５項又は第６項に

規定する措置への対応、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限り

でない。 

（掲示） 

第１７条 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育施設の見やすい場所に、施設の運

営についての重要事項に関する規程の概要、職員の勤務の体制、利用者負担その他の利

用申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければ

ならない。 

（支給認定子どもを平等に取り扱う原則） 

第１８条 特定教育・保育施設においては、支給認定子どもの国籍、信条、社会的身分又

は特定教育・保育の提供に要する費用を負担するか否かによって、差別的取扱いをして

はならない。 

（虐待等の禁止） 

第１９条 特定教育・保育施設の職員は、支給認定子どもに対し、児童福祉法第３３条の

１０各号に掲げる行為その他当該支給認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をし

てはならない。 

（懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第２０条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定こども園及び保育所に限る。以下この条

において同じ。）の長たる特定教育・保育施設の管理者は、支給認定子どもに対し児童

福祉法第４７条第３項の規定により懲戒に関しその支給認定子どもの福祉のために必要

な措置を採るときは、身体的苦痛を与え、人格を辱める等その権限を濫用してはならな
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い。 

（秘密保持等） 

第２１条 特定教育・保育施設の職員及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り

得た支給認定子ども又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

２ 特定教育・保育施設は、職員であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た

支給認定子ども又はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

（情報の提供等） 

第２２条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育施設を利用しようとする小学校就学前

子どもに係る支給認定保護者が、その希望を踏まえて適切に特定教育・保育施設を選択

することができるように、当該特定教育・保育施設が提供する特定教育・保育の内容に

関する情報の提供を行うよう努めなければならない。 

（利益供与等の禁止） 

第２３条 特定教育・保育施設は、利用者支援事業（法第５９条第１号に規定する事業を

いう。）その他の地域子ども・子育て支援事業を行う者（次項において「利用者支援事

業者等」という。）、教育・保育施設若しくは地域型保育を行う者等又はその職員に対

し、小学校就学前子ども又はその家族に対して当該特定教育・保育施設を紹介すること

の対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならない。 

２ 特定教育・保育施設は、利用者支援事業者等、教育・保育施設若しくは地域型保育を

行う者等又はその職員から、小学校就学前子ども又はその家族を紹介することの対償と

して、金品その他の財産上の利益を収受してはならない。 

（苦情解決） 

第２４条 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関する支給認定子ども

又は支給認定保護者その他の当該支給認定子どもの家族（以下この条において「支給認

定子ども等」という。）からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受け付け

るための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教育・保育に関し、法第１４条第１項の規

定により市が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命令又は市

の職員からの質問若しくは特定教育・保育施設の設備若しくは帳簿書類その他の物件の

検査に応じ、及び支給認定子ども等からの苦情に関して市が行う調査に協力するととも

に、市から指導又は助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わ

なければならない。 

（地域との連携等） 

第２５条 特定教育・保育施設は、その運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活

動等との連携及び協力を行う等の地域との交流に努めなければならない。 

（事故発生の防止及び発生時の対応） 
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第２６条 特定教育・保育施設は、事故の発生又はその再発を防止するため、必要な措置

を講じなければならない。 

（特別利用保育の基準） 

第２７条 特定教育・保育施設（保育所に限る。以下この条において同じ。）が法第１９

条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもに対し特別利用

保育を提供する場合には、法第３４条第１項第３号に規定する基準を遵守しなければな

らない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用保育を提供する場合には、特定教

育・保育には特別利用保育を含むものとして、本章の規定を適用する。 

（特別利用教育の基準） 

第２８条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。以下この条において同じ。）が法第１９

条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子どもに対し、特別利

用教育を提供する場合には、法第３４条第１項第２号に規定する基準を遵守しなければ

ならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特別利用教育を提供する場合には、特定教

育・保育には特別利用教育を含むものとして、本章の規定を適用する。 

第３章 特定地域型保育事業の運営に関する基準 

第２９条 特定地域型保育事業の利用定員に関する基準については、規則で定める。 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第３０条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供の開始に際しては、あらかじ

め、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第３１条 特定地域型保育事業者は、支給認定保護者から利用の申込みを受けたときは、

正当な理由がなければ、これを拒んではならない。 

（心身の状況等の把握） 

第３２条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の提供に当たっては、支給認定子ど

もの心身の状況、その置かれている環境、他の特定教育・保育施設等の利用状況等の把

握に努めなければならない。 

（特定教育・保育施設等との連携） 

第３３条 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育が適正かつ確実に実施され、及び必

要な教育・保育が継続的に提供されるよう、規則で定めるところにより、連携協力を行

う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下「連携施設」という。）を適切に確保しなけ

ればならない。 

（特定地域型保育の取扱方針） 

第３４条 特定地域型保育事業者は、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２

３年厚生省令第６３号）第３５条の規定に基づき保育所における保育の内容について厚
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生労働大臣が定める指針に準じ、それぞれの事業の特性に留意して、小学校就学前子ど

もの心身の状況等に応じて、特定地域型保育の提供を適切に行わなければならない。 

（特定地域型保育に関する評価等） 

第３５条 特定地域型保育事業者は、自らその提供する特定地域型保育の質の評価を行い、

常にその改善を図らなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、定期的に外部の者による評価を受けて、それらの結果を公

表し、常にその改善を図るよう努めなければならない。 

（勤務体制の確保等） 

第３６条 特定地域型保育事業者は、支給認定子どもに対し、適切な特定地域型保育を提

供することができるよう、特定地域型保育事業所ごとに職員の勤務の体制等を定めてお

かなければならない。 

（利用定員の遵守） 

第３７条 特定地域型保育事業者は、利用定員（法第２９条第１項の確認において定める

ものに限る。）を超えて特定地域型保育の提供を行ってはならない。ただし、年度中に

おける特定地域型保育に対する需要の増大への対応、法第４６条第５項に規定する便宜

の提供への対応、児童福祉法第２４条第６項に規定する措置への対応、災害、虐待その

他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。 

（準用） 

第３８条 第７条、第９条、第１０条、第１３条、第１４条及び第１７条から第２６条ま

での規定は、特定地域型保育事業について準用する。 

（特別利用地域型保育の基準） 

第３９条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する支給認定子どもに対し特別利用地域型保育を提供する場合には、地域型保育

事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合には、

特定地域型保育には特別利用地域型保育を含むものとして、本章の規定を適用する。 

（特定利用地域型保育の基準） 

第４０条 特定地域型保育事業者が法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する支給認定子どもに対し特定利用地域型保育を提供する場合には、地域型保育

事業の認可基準を遵守しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合には、

特定地域型保育には特定利用地域型保育を含むものとして、本章の規定を適用する。 

第４章 雑則 

（委任） 

第４１条 この条例に定めるもののほか、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準に関し必要な事項は、規則で定める。 
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附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、法の施行の日から施行する。 

（特定保育所に関する特例） 

２ 特定保育所が特定教育・保育を提供する場合にあっては、当分の間、第６条の規定は

適用しない。 

３ 特定保育所は、市から児童福祉法第２４条第１項の規定に基づく保育所における保育

を行うことの委託を受けたときは、正当な理由がない限り、これを拒んではならない。 


